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【学校いじめ対策組織（いじめ不登校対策委員会）】

基本的役割

１． 未然防止

（１）いじめの未然防止のため、いじめが起きにくい・いじめを許さない環境づくり

を行う役割

２．早期発見・事案対処

（１）いじめの早期発見のため、いじめの相談・通報を受け付ける窓口としての役割

（２）いじめの早期発見・事案対処のため、いじめの疑いに関する情報や児童生徒の

問題行動等に係る情報の収集と記録、共有を行う役割

（３）いじめに係る情報（いじめが疑われる情報や児童生徒間の人間関係に関する悩

みを含む。）があった時には緊急会議を開催するなど、情報の迅速な共有、及び関係児童

生徒に対するアンケート調査、聴き取り調査等により事実関係の把握といじめであるか

否かの判断を行う役割

（４）いじめの被害児童生徒に対する支援・加害児童生徒に対する指導の体制・対応方

針の決定と保護者との連携といった対応を組織的に実施する役割

３．学校いじめ防止基本方針に基づく各種取組

（１）学校いじめ防止基本方針に基づく取組の実施や具体的な年間計画の作成・実行・

検証・修正を行う役割

（２）学校いじめ防止基本方針における年間計画に基づき、いじめ防止等に係る校内研

修を企画し、計画的に実施する役割

（ウ）学校いじめ防止基本方針が当該学校の実状に即して適切に機能しているかについ

ての点検を行い、学校いじめ防止基本方針の見直しを行う役割

基本的メンバー

〈企画、立案、アンケート結果の検証、いじめ問題への対応等〉

校長 教頭 生徒指導主事（情報集約担当者）養護教諭

各学年生徒指導担当 外部の専門家等（SC・SSW）
いじめが起きた場合の対応チーム編成

校内対応チーム・・校長 教頭 生徒指導主事（情報集約担当者）

当該学年主任 当該学年生徒指導担当

当該学級担任 養護教諭 当該部活動担当等

拡大対応チーム ・・校内対応チームに外部の専門家等を加えたチーム



いじめ問題対処の流れ（基本マニュアル）

日常からの観察・周囲からの情報等

情報得た教職員等

担任・学年主任

生徒指導担当（情報集約担当者）
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学校いじめ対策組織

いじめ不登校対策委員会

②事実確認のための役割分担

③事実確認

④事実の把握と対応方針の決定

学校いじめ対策組織による

いじめ解消に向けた取組

経過観察・指導

未然防止の取組
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は市教育委員会に報告

指 揮

保 護 者

市教育

委員会

学校支援委員会

警察

児童相談所

関係機関

市 長
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学校だけでは解決困難な事態の場合

いじめに犯罪行為等が認められた場合

重大事態が起こった場合

報 告



②校内対応チーム編成

③調査・事実把握 連絡

④いじめを行った児童生徒への指導

いじめを受けた児童生徒への支援

周囲の児童生徒への指導

⑤関係修復

⑥経過観察

支援 支援 報告･相談 支援

相談 相談

支援 支援

支援 報告･相談

注 学校支援委員会：学校だけでは対応が困難となった場合、専門的な立場において、

学校及び学校関係者を支援する外部組織

①いじめ発生
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②連絡

②報告 ③報告

③報告

情報

提 供

⑤重大事態の調査組織の設置 指導支援 ⑤学校の協力のもと、学校と

⑥調査 一体になった調査

⑦いじめを受けた児童生徒及 報告 ⑥調査結果を踏まえた措置

びその保護者への情報（調

査結果）提供 支援 相談

⑧調査結果の市教育委員会へ

の報告（市教委から市長へ 相談

報告） 報

⑨調査結果を踏まえた必要な 支援 告

措置

再調査

報告

指示

報告

報告

重大事態（第２８条）

１ いじめにより児童生徒の生命、心身又は財産に重大な被害が生じた疑いがあ

ると認めるとき。

２ いじめにより児童生徒が相当の期間（３０日以上）学校を欠席することを余

儀なくされている疑いがあると認めるとき。

①重大事態発生

④市教委が、重大事態の調査の主体を判断
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市長

学 校 市教育委員会
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